






















































































































































○○農農業業用用水水をを活活用用ししたた小小水水力力発発電電  

ＣＯ２排出削減による地球温暖化防止の機運の高ま

りや東日本大震災の影響から、再生可能エネルギーに

大きな関心が寄せられるなか、県では、農業用水を活

用した小水力発電を導入しています。 

これまでに、平成 26年２月の「加子母清流発電所」

を始めとして、平成 27～令和元年度に「石徹白清流発

電所」ほか 13 施設、令和２年度に「荘川清流発電所」

ほか３施設の稼働が開始し、合計 19施設が稼働してい

ます。 
 

 

 

 

○○農農業業集集落落排排水水処処理理施施設設のの今今後後のの推推移移 

農村地域の農業用排水路の水質保全、農村環境の改善を図るため、県内の 28市町で農業集落

排水処理施設が整備され、現在 179施設が稼働しています。 

県内の農業集落排水処理施設は既に全整備を終えていますが、平成 29年度に策定された「岐

阜県汚水処理施設整備構想」では、将来の人口減少等を踏まえ、公共下水道等への統合により

農業集落排水処理施設の施設数は今後減少する見込みとなっています。 

 

 

○○農農業業集集落落排排水水処処理理施施設設のの汚汚泥泥リリササイイククルル率率はは 6677..11％％ 

環境問題が深刻化している中、農業集落    圏域別汚泥リサイクル率（R6.3.31） 

排水処理施設から排出される汚泥の資源循

環は持続的循環システムの構築に欠かせな

いものであり、コンポスト化施設の整備を

推進しています。 

令和５年度に発生した汚泥 55,591m3 の

うち 37,309m3が肥料や建設資材として有効

に活用され、リサイクル率は 67.1％となり

ました。                

 

 

○○農農業業集集落落排排水水処処理理施施設設のの長長寿寿命命化化にに向向けけたた支支援援がが必必要要 

県内の農業集落排水施設は、令和６年度                                             

時点で 179 施設の内、１施設を除く 178 

施設が建設後 10年以上経過しているた 

め、経年変化による機能低下とともに周 

辺環境の変化に応じた機能強化対策が必 

要です。そのため、施設の機能診断及び 

整備構想の策定を行い、施設の長寿命化 

を含めた計画的な更新整備を推進してい 

ます。 

 

 

圏域名 汚泥発生量 
(m3) 

ﾘｻｲｸﾙ量 
(m3) 

ﾘｻｲｸﾙ率 
(%) 

岐阜 13,495 9,943 73.7% 
西濃 10,980 10,653 97.0% 
中濃 17,599 6,688 38.0% 
東濃 4,708 3,725 79.1% 
飛騨 8,809 6,300 71.5% 
計 55,591 37,309 67.1% 

県営農村環境整備事業

小水力発電施設整備事業

小水力活用支援事業

国営造成

白抜き 稼動中

凡　　　例

岐阜県 農業用水小水力発電地区

岩本用水

石神用水

荘川町中央用水

宮地

名倉用水

石徹白

下辻南用水

日面用水

諸家

朝日添

戸島用水

干田野

鎌瀬用水

飛鳥川用水

数河

加子母小郷

気良

西濃用水第二期（揖西、揖東）

 県農地整備課調べ 

 県農地整備課調べ 

 整備処理地区数の推移 

1100年年以以上上経経過過  
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 棚田地域の振興  

  

○○本本県県のの棚棚田田地地域域のの現現状状  

本県には東濃・飛騨圏域を中心に約 4,200ha（約

700団地）の棚田があります。 

棚田地域は生活条件等が不利な地形であること

から、担い手不足や遊休農地の発生などの課題が

他地域に比べて顕著です。また、地域の共同活動

などにより支えられてきた多面的機能の発揮に支

障が生じ、棚田の荒廃や農業集落の存続自体が危

惧される状況にあります。 

その一方、棚田地域においては、食を支えるだ

けではなく、棚田の叡智である石積の維持保全な

ど、景観保全や文化の伝承に取り組む地域が多く

存在しています。 
 
 
 
○○「「岐岐阜阜県県棚棚田田地地域域振振興興計計画画」」のの推推進進  
貴重な県民の財産である棚田の保全は、農産

物の供給のみにとどまらず、様々な多面的機能

の発揮や、棚田地域における関係人口の増加に

繋がる重要な取組みとなることから、令和２年

３月に棚田を核とした棚田地域の振興を図る

ため、県が全体で取り組むべき施策を示した

「岐阜県棚田地域振興計画」を策定しました。 

本計画に基づき、県をあげて取り組む「人」

づくりを進め、併せて棚田地域をはじめとする

中山間地域の生活環境や生産基盤を「保全」す

ることで、棚田地域が置かれている状況の改善

を図るとともに、条件不利地である棚田地域の

人不足を補うスマート農業や、都市農村交流等

を発展・強化することで「振興」を図り、希望

が広がる棚田地域づくりを推進しています。 

 

 

 

 人  棚田地域を支えるひとづくり 

棚田地域の活気の源となる人が確保されるとともに、棚田保全の新たな担い手が定

着している。 

保全 棚田地域を維持する環境づくり 

棚田の保全及び地域社会の維持が図られているとともに、営農活動を支える生産基

盤が保たれている。 

振興 希望が広がる棚田地域づくり 

棚田の新たな魅力の活用が推進されているとともに、ＩＣＴ技術の導入による先進

的な営農がなされている。 

  

岐阜圏域

0.6%

西濃圏域

6.0%

中濃圏域

21.9%

東濃圏域

40.5%

飛騨圏域

31.1%

団地数割合

岐阜圏域

0.4%

西濃圏域

2.8%

中濃

圏…

東濃圏域

49.1%

飛騨圏域

35.5%

面積割合

＜目指す将来像＞ 

 棚田分布状況（県農村振興課調べ） 
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○○指指定定棚棚田田地地域域のの指指定定状状況況  
棚田等の保全を図るため、当該棚田地域の振興のための措置を講ずることが適当であると認

められる地域を「指定棚田地域」とし、県の指定申請に基づき国が指定を行います。 

本県では令和 7年 3月現在、8市町 47地域が指定されています。 

このうち、6市町 10件（30地域）について指定棚田地域振興活動計画が策定され、国から

認定を受けています。 

 

○○ぎぎふふのの棚棚田田 2211選選 

本県では、21 世紀の素晴らしい棚田を「ぎふの棚田 21 選」として 19 地区認定しており、

いずれも美しい棚田景観が残されています。 

また、棚田を保全するため、現在 23の棚田保全活動組織が活動しています。 

ぎふの棚田 21選と棚田保全活動組織のある棚田 一覧 

市町村名 
旧 

市町村名 

旧旧 

市町村名 
棚田名称 

棚田保全活動組織 

棚田保存会 棚田地域振興協議会等 

ぎふの棚田 21選の棚田 

 揖斐川町 春日村 春日村 貝原 貝原棚田保存会 揖斐川町貝原棚田地域振興協議会 

 郡上市 白鳥町 牛道村 三ヶ村・畑ヶ谷 
三ヶ村棚田を守る会 

六ノ里棚田振興協議会 
畑ヶ谷棚田を守る会 

 郡上市 白鳥町 北農村 正ヶ洞 前谷棚田を守る会 前谷棚田地域振興協議会 

 八百津町 八百津町 八百津町 赤薙 － － 

 八百津町 八百津町 八百津町 上代田 北山集落 － 

 中津川市 加子母村 加子母村 牧戸 （牧戸棚田保存会が右記に発展的解消） 牧戸棚田地域振興協議会 

 恵那市 岩村町 本郷村 大円寺 － － 

 恵那市 恵那市 笠置村 栃久保 恵那市栃久保棚田保存会 － 

 恵那市 恵那市 中野方村 坂折 ＮＰＯ法人恵那市坂折棚田保存会 中野方地域棚田振興協議会 

 恵那市 恵那市 三郷村 佐々良木西 － － 

 恵那市 恵那市 三郷村 佐々良木東 佐々良木東棚田保全組合 － 

 恵那市 恵那市 三郷村 野井中・野井東 － － 

 下呂市 下呂町 下呂町 小川 下呂市小川高洞棚田保存会 － 

 下呂市 下呂町 竹原村 乗政 － 三ツ石棚田連絡協議会 

 下呂市 金山町 下原村 福来 － － 

 下呂市 萩原町 川西村 野上・尾崎 上野上棚田の里 － 

 高山市 久々野町 久々野村 ナカイ田 － － 

 高山市 高山市 大八賀村 滝町 滝町棚田保存会 － 

 飛騨市 宮川村 坂上村 種蔵 種蔵を守り育む会 種蔵棚田連絡協議会 

ぎふの棚田 21選以外の棚田 

 

郡上市 郡上市 奥明方村 奥住小保木 － 奥住小保木棚田地域振興協議会 

中津川市 福岡町 福岡村 はちたか地域  はちたか地域棚田振興協議会 

中津川市 福岡町 福岡村 夏焼  夏焼地域棚田振興協議会 

恵那市 恵那市 笠置村 猪狩 恵那市猪狩棚田保存会  

  
○○つつななぐぐ棚棚田田遺遺産産～～ふふるるささととのの誇誇りりをを未未来来へへ～～ 

農林水産省では、棚田地域の活性化や棚田の有する多面的機能に対する理解の促進を図るた

め、「つなぐ棚田遺産～ふるさとの誇りを未来へ～」として、全国 271地区の棚田を認定して

おり、本県からは、７市町９地区が選ばれました。 

つなぐ棚田遺産 選定地区一覧 

市市町町村村名名  棚棚田田名名  市市町町村村名名  棚棚田田名名  

郡上市 六ノ里棚田（畑ヶ谷・三ヶ村） 
恵那市 

「日本の棚田百選」坂折棚田がある 

岐阜県恵那市中野方町の棚田群 郡上市 正ヶ洞棚田 

郡上市 奥住小保木棚田 下呂市 三ツ石棚田 

八百津町 上代田棚田 高山市 滝町棚田 

中津川市 はちたか地域棚田 飛騨市 種蔵棚田 

 県農村振興課調べ 
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 都市農村交流  

  

○○農農林林漁漁業業体体験験者者数数はは 2266..77万万人人  
農山漁村に滞在して農林漁業体験やその地域の自

然や歴史・文化に触れ、地元の人々との交流を楽し

む余暇活動、いわゆるグリーンツーリズムが県内各

地で取り組まれています。近年、都市住民の田園回

帰の流れが活発化し、農村地域への注目度が高くな

っています。県内の農林漁業体験者数は、新型コロ

ナウィルス感染症拡大の影響により一時は大きく落

ち込みましたが、令和５年度には 26.7万人に達し、

過去最高となりました。 

 
 
○○（（一一社社））ぎぎふふのの田田舎舎へへいいここうう推推進進協協議議会会  
県では、グリーンツーリズムを推進するた

め、平成 17 年に市町村と連携して推進連絡会

議を設置し、情報発信や受け入れ体制の整備な

どに取り組んできました。 

平成 29 年には、県内のグリーンツーリズム

実践者により、民間主導の新たな推進団体（「ぎ

ふの田舎へいこう！」推進協議会）が設立され

ました。 

さらに、令和６年に今後の幅広い事業展開を

見据え、「（一社）ぎふの田舎へいこう推進協

議会」として法人化されました。グリーンツー

リズム実践者、棚田保全組織、旅行会社、農業

関係団体、市町村等で構成され、現在の会員数

は 140団体(令和７年２月末現在)です。 

 

【（一社）ぎふの田舎へいこう推進協議会の主な取組み】 

 ・多言語対応グリーンツーリズム情報発信用 

ＷＥＢサイト「ぎふの田舎へいこう！」や 

ＳＮＳ、ＰＲ動画を活用した岐阜県内のグリ

ーンツーリズム情報の発信 

 ・ぎふグリーンツーリズムネットワーク大会 

の開催 

 ・農泊出前講座の開催 

・農泊相談窓口による実践者支援 

 ・新たな体験メニューやイベントを企画実践する 

組織への助成支援 
  
 
 
 
 

ネットワーク大会 ｉn 揖斐川町の様子 

情報発信WEBサイト「ぎふの田舎へいこう！」 

 県農村振興課調べ 

農農林林漁漁業業体体験験者者数数  
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○○岐岐阜阜県県農農林林漁漁業業体体験験施施設設登登録録制制度度のの推推進進  
 岐阜県の豊かな地域資源を生かした農林漁業体験メニューを提供するなどの一定の基準を満

たす施設を「岐阜県農林漁業体験施設」として登録しています。令和７年２月末現在の登録数は

73施設となっており、令和６年度は新たに５施設を登録しました。 
 
○○ググリリーーンンツツーーリリズズムムイインンスストトララククタターーのの育育成成  

      県では、地域案内や体験指導を通じて地域の魅力を伝えるグリーンツーリズムインストラクタ

ーを育成しています。令和６年度は、八百津町においてインストラクター育成スクールを開催し、

県内 19名の実践者がグリーンツーリズムインストラクターに認定されました。 

  

○○「「ＧＧＩＩＦＦＵＵ－－ＤＤＯＯ農農泊泊」」のの推推進進  

   「ぎふの農村ならでは」の体験メニューと地域貢

献を目的としたボランティアメニューを組み合わせ

た滞在型プログラムである「ＧＩＦＵ－ＤＯ農泊」

を推進しています。 

令和６年度は、造成した農泊プログラムのリハー

サルやモデルツアーを実施し、令和７年度以降の本

格実施に向け準備を進めています。  

 

 

 

○○ぎぎふふのの田田舎舎応応援援隊隊 

農村地域を将来にわたり守っていくため、都市住民等による農村地域の保全活動等に対する支

援を行っています。ぎふの田舎応援隊員は、登録者数が順調に増加しており、隊員数は 1,500人

を超え、令和７年２月末現在 1,561名となりました。また、指定棚田地域において刈払機を使用

した除草作業を行うぎふの棚田応援隊についても、68名が登録しています。 

令和６年度は２月末現在で 47 回の田舎応援隊の活動を実施し、延べ 432 人の参加がありまし

た。また、棚田応援隊の活動を 12回開催し、延べ 59人が棚田における草刈りに取り組みました。 

 

 

  

 県農村振興課調べ 

（単位：人） 

 ぎふの田舎応援隊の活動 

 モデルツアーの様子 

（2月末） 

― 77 ―



 鳥獣等被害対策  

  

  

○○農農作作物物のの被被害害額額はは２２億億 33,,440033万万円円  
野生鳥獣による農作物被害額は令和５年度においては２億 3,403万円となり、前年度と比較し

て 2,741万円増加しました。鳥獣の種類別では、イノシシによる被害が最も多く 8,697万円、次

いでニホンジカ 4,779万円、ニホンザル 3,191万円の順となっており、これら主要３獣種による

被害は県全体被害額のおよそ７割を占めています。 

令和５年度における主要３獣種の県内捕獲実績は、イノシシ 7,901頭、ニホンジカ 16,887頭、

ニホンザル 1,002頭となっており、鳥獣被害対策実施隊による捕獲活動や地域ぐるみによる捕獲

体制づくりのほか、防護と捕獲が一体となった総合的な被害防止対策を推進しています。 

  

    

県農村振興課調べ 県環境生活政策課調べ  

  
 
○○特特用用林林産産物物のの被被害害額額はは 3355万万円円、、森森林林のの被被害害面面積積はは 335555hhaa 
令和５年次の獣によるしいたけなど特用林産物の被害額は 34.5万円で、前年の 81.5万円から

被害額は減少しました。また、令和５年度の獣の食害や皮剥ぎなどによる森林被害面積は 355ha、

被害材積は 8,010m3、小径木等の被害本数は 17.3万本となっています。対策としては、植栽木を

守るための防護柵や幼齢木保護資材の設置等を支援しています。 
 

特特用用林林産産物物のの被被害害状状況況                        森森林林のの被被害害状状況況  
  

作物名 
令和５年次 

獣 名 被害本数・面積 被害金額 

乾しいたけ サル 4,000本 6.8万円 

生しいたけ サル 1,280本 27.4万円 

ク リ サル － － 

タケノコ イノシシ 15本 0.3万円 

計  5,295本 34.5万円 

  

令和５年度 

被害原因 被害面積 被害材積 小径木等被害本数 

カモシカ 6ha 0m3 0.2万本 

シ  カ 296ha 5,833m3 17万本 

ク  マ 51ha 2,177m3  0万本 

ノウサギ 2ha 0m3   0.1万本 

計 355ha 8,010m3 17.3万本 
県産材流通課調べ 県森林経営課調べ  

  

  

○○カカワワウウ被被害害対対策策 
カワウの被害は、アユをはじめとする内水面漁業において深刻な影響が及んでいることから、

県内に点在するカワウの繁殖地における捕獲活動や、河川・漁場等において漁業協同組合や地域

協議会等が行う調査・捕獲・追払い活動などの総合的な対策を支援しています。 

 

©岐阜県 

― 78 ―



○○ココククチチババスス対対策策ににつついいてて  
令和５年５月に特定外来生物のコクチバスが長良川本川で初めて確認されて以来、県内の河川

や池で相次いで発見されたのを受けて、令和５年 12 月に岐阜県コクチバス駆除対策推進協議会

を立ち上げました。本県河川内のコクチバスの完全駆除に向けて「岐阜県コクチバス駆除総合対

策」を策定し、関係者一丸となって必要となるあらゆる対策を計画的に実行しています。 

 

○○岐岐阜阜県県ココククチチババスス駆駆除除総総合合対対策策にに基基づづくく駆駆除除対対策策  
  駆除対策は、環境ＤＮＡ分析による生息調査など「生息実態の正確な把握」、電気ショッカー

ボート等による「流域が一丸となって、全ての生息場所での駆除の実施」及び「多くの目で監視

することによる密放流の防止」の３本柱で進めています。 

（１）生息実態の正確な把握 

    令和６年 12 月現在、漁協組合員や遊漁者等から 33 件の生息情報があり、23 件でコクチバス

の生息を確認し 45 尾の駆除を実施しました。また、環境ＤＮＡ分析によるモニタリングを実施

し、河川、ため池、ダム湖等 423地点中 21地点で陽性を確認しました。 

  生息が確認された場所は、長良川中流域や揖斐川中流域、木曽川流域岩屋ダム、馬瀬川など限

定的で、流域全体には広がっていないことが考えられるため、生息が確認された場所での集中的

な駆除を実施しています。 

 

（２）流域が一丸となって、全ての生息場所での駆除の実施 

令和６年２月から 12月までに延べ 311日間、電気ショッカーボート等による駆除活動を行い、

1,689尾のコクチバスを駆除しました。内訳は、長良川流域で 69尾、木曽川流域で 1,224尾、揖

斐川流域で 396尾であり、長良川流域が他流域に比べて少なく、侵入の初期であると考えていま

す。 

  また、令和６年４月から 10月までに、遊漁者等から 4,921尾（1,569kg）を買い取り、駆除し

ました。駆除した多くのコクチバスは、生息密度の高い岩屋ダムで釣れたものです。 

  その他、ため池で確認された場合には、池の水を抜く、水抜き駆除なども行っています。 

 

 電気ショッカーボート等による駆除結果（令和６年２月～12月） 

  

  

  

  

  
                    岐阜県コクチバス駆除対策推進協議会調べ    清流ガード１号（中河川用） 

 

（３）多くの目で監視することによる密放流の防止 

「密放流違法」や「リリース禁止」について、県内外に広く周知するため、漁場パトロール車

に貼る啓発用マグネットやポスター、チラシの作成・配布及び看板の設置を行っています。 

 また、この取組みを多くの方にご理解いただくとともに、駆除対策経費の一部にあてるため、

ふるさと納税制度を活用した「ガバメントクラウドファンディング®」により募集しています。 

 

 

 

 

 

 

 
  「密放流違法・リリース禁止」マグネット 「ガバメントクラウドファンディング®」による寄附募集 

流  域 駆除日数 駆除尾数 尾/日 

長良川流域 134日 69尾 0.5尾/日 

木曽川流域 127日 1,224尾 9.6尾/日 

揖斐川流域 50日 396尾 7.9尾/日 

合計 311日 1,689尾 5.4尾/日 
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 ジビエの利活用   

  

○○ジジビビエエ利利活活用用促促進進のの取取組組みみ  
鳥獣被害の軽減のため捕獲されたニホンジカ、イノシシをジビエ（野生鳥獣の食肉）として利

活用する取組みを進めています。 

県内産ジビエの安全・安心な提供体制を整備し、「森のごちそう」としてブランド化へつなげ

るため、ぎふジビエ衛生ガイドライン（平成 25年 11 月策定。以下、「ガイドライン」という。）

に則して解体処理された野生獣肉を取扱う事業者を登録する「ぎふジビエ登録制度」を平成 27 年

11 月に創設し、令和６年 12 月末現在で、124 件の事業者・店舗を登録しました。 

【ぎふジビエ登録制度 登録件数】 

  H27 

(H28.3) 

R1 

(R2.3) 

R2 

(R3.3) 

R3 

(R4.3) 

R4 

(R5.3) 

R5 

(R6.3) 

R6 

(R6.12) 

解体処理施設 11 26 29 27 26 26 28 

食べられるお店 36 73 72 74 74 75 76 

  県内 29 62 66 69 69 69 70 

愛知県 6 8 4 3 3 4 4 

東京都 1 3 2 2 2 2 2 

買えるお店 0 8 12 15 15 16 17 

加工品製造所 0 2 2 2 2 2 1 

泊まれるお店 - - - - 2 2 2 

合計 47 109 115 118 119 121 124 

 

 

○○森森ののごごちちそそううのの里里づづくくりり  
ぎふジビエを県内外に広く情報発信するため、各地域でジビエ活動の拠点づくりを進めていま

す。令和６年度は、獣肉処理施設整備への支援のほか、ガイドラインに基づく解体処理講習会や、

シカ肉を使った料理フェア、首都圏での賞味会、岐阜駅前での販売イベントの開催により消費者

等へのＰＲを展開しました。 

【主な取組み】 

○“森のごちそう”ぎふＤｅｅｒフェア・首都圏フェア（R6.12.20～R7.1.26） 

・ぎふジビエの認知度向上や消費拡大を図るため、県内及び首都圏の飲食店において、県産

シカ肉を使ったジビエ料理を提供するフェアを開催。 

○ぎふジビエ×スピリットダイニング（R7.2.8） 

・一般消費者の参加を募り、ぎふジビエを使用したフルコースの賞味会を実施。 

○ぎふジビエ駅前フェア「鹿と酒と、」（R7.3.1～2） 

・県内各地のぎふジビエ登録事業者等と酒類販売事業者が連携し、ぎふジビエの飲食物をお

酒と一緒に楽しめる他、加工食品やペットフード等の関連商品を販売するイベントを開催。 

 

   

ぎふ Deer フェア（提供料理の一例） ぎふジビエ×スピリットダイニング 駅前フェア「鹿と酒と、2025」 

 県農村振興課調べ 
※食べられるお店以外はすべて岐阜県内 
※泊まれるお店はＲ４年度に新設 

― 80 ―



Ⅸ その他の状況 
 

 大学との連携  

○○農農業業技技術術セセンンタターーとと岐岐阜阜大大学学応応用用生生物物科科学学部部ととのの教教育育研研究究交交流流 
県農業技術センターと岐阜大学応用生物科学部は、保有する知的、人的、物的資源を相互活用

し、農業分野の教育研究の充実と人材育成に寄与するため、令和 2年 3月 24日「教育研究交流

に関する覚書」を締結し、教育研究の連携協力に取り組んでいます。 
＜連携協力事項＞                                   

・県研究員による学生への講義や実習の受入れ  
・大学教員による県研究課題への助言等                        
・共同研究の実施   

○○農農業業技技術術セセンンタターーとと岐岐阜阜大大学学大大学学院院自自然然科科学学技技術術研研究究科科ととのの教教育育研研究究協協力力 
県農業技術センターと岐阜大学大学院自然科学技術研究科は、相互に連携し大学院生への研究

指導を行う（連携大学院方式）ことで県農業の振興とそれを担う人材育成に寄与するため、令和

3年 4月 27日「教育研究協力に関する協定」を締結し、教育研究の連携協力を大学院にまで拡大

しています。 

＜取組事項＞                                    
・大学院生が県農業研究に直接参画  

 ・県農業技術センター研究員が指導教員となり、大学院生を指導 

○○家家畜畜衛衛生生にに係係るる岐岐阜阜大大学学ととのの連連携携 
県と岐阜大学は平成 26年 3月 20日「家畜衛生に係る教育及び防疫等の連携に関する協定」を

締結し、家畜衛生に関する教育及び地域の家畜防疫体制等を促進・強化しています。（以下、令

和 6年度実績。） 

＜家畜衛生の教育＞ 

・家畜衛生インターンシップ実習（8月、9月） 

   4名の学生を受け入れ、農場立入実習や病性鑑定実習等を実施（大学カリキュラムの一環） 

・岐阜大学オープンキャンパスでの業務紹介（8月） 

・家畜衛生関係法規等の講義（4月、5月、7月、9月、12月 計 9回） 

＜家畜疾病等の学術研究＞ 

・牛伝染性リンパ腫の新たな診断法確立研究（通年） 

・家畜衛生技術検討会の開催（7月、12月、2月 計 3回） 

家保職員と大学教員による最新の家畜衛生情勢や病性鑑定に関する検討及び情報交換 

   大学の最新技術に関する講義を受講（イノシシにおけるウイルス保有実態調査） 
・家畜保健衛生業績発表会の共同開催（12月） 

   岐阜大学教員による発表演題への審査・講評 

・岐阜大学が行う家畜疾病等の学術研究への協力（通年） 

   大学が実施する学術研究の材料採取等に協力し、結果を農家に還元・指導 

＜家畜の防疫・保健衛生対策＞ 

・カメラトラップによる農場周辺での野生動物調査 

   豚農場および鶏農場において、農場周辺及び農場内の野生動物の生息状況調査および侵入

状況の調査 

   野生動物侵入対策の効果検証 
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 農業制度資金  

 
○○農農業業制制度度資資金金のの貸貸付付決決定定等等実実績績はは 3388億億 77,,443355万万円円 

令和５年度における農業制度資金の貸付決定等実績は 38 億 7,435 万円で、前年度の 45 億
5,272万円に比べ 85％となりました。 
主な資金では、農業経営基盤強化資金が 26億 2,300万円（対前年度比 151％）、青年等就農
資金が 2億 2,800万円（対前年度比 74％）の実績となりました。 

 
・・農農業業制制度度資資金金のの貸貸付付決決定定等等実実績績                                           (金額単位：千円) 

資 金 種 類 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

件 数 金  額 件 数 金  額 件 数 金  額 

農業近代化資金 3 109,500 8 265,390 7 176,520 

農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金） 6 24,670 3 19,940 3 26,830 

農業経営基盤強化資金 (スーパーＬ資金) 74 2,649,700 50 1,737,529 67 2,623,000 

青年等就農資金 37 243,130 82 307,010 66 228,000 

経営体育成強化資金 1 30,000 5 80,000 2 6,940 

新規経営体育成資金  1 7,500  1 2,000 0 0 

その他の農業制度資金 34 666,600 64 2,140,846 38 813,060 

       計 156 3,731,100 213 4,552,715 183 3,874,350 
※経営体育成強化資金欄には県が利子助成しているものを計上し、同資金のうち利子助成していないものはその他の
農業制度資金に計上 
※その他の農業制度資金は、農業基盤整備資金、担い手育成農地集積資金、農林漁業施設資金（農業）、農林漁業セ
ーフティネット資金（農業）、中山間地域活性化資金、特定農産加工資金、経営体育成強化資金（県が利子助成し
ていないもの）の合計 

 
・・農農業業制制度度資資金金のの概概要要 

農業制度資金は、農業者等が新たな栽培方式の導入や経営規模の拡大などにより、農業経営
の改善を図るために必要な資金や新たに農業を始めるために必要な資金等を県などの支援に
より低利（一部は無利子）で融通する資金です。 

 
・・農農業業制制度度資資金金のの種種類類（（主主ななもものの）） 
    １１．．経経営営改改善善ののたためめのの一一般般的的なな資資金金 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

農業近代化資金 
 
 

農協等民間金融機関が融資する一般的な長期資金（機械、施設など） 
   金  利……0.85～1.40%（令和７年１月21日現在） 
    限 度 額……個人 1,800万円、法人等 2億円 

農業経営改善促
進資金 
（スーパーS資金） 

農協等民間金融機関が融資する短期運転資金（種苗、肥料、農薬など） 
    金  利……1.65%（令和７年１月21日現在） 
    限 度 額……個人 500万円、法人 2,000万円（畜産・施設園芸は左の金額の４倍） 

農業経営基盤強
化資金 
（スーパーＬ資金） 

農協等民間金融機関では対応が十分できない場合に日本政策金融公庫が融資
する長期資金（農地、機械、施設、長期運転資金等） 
    金  利……0.85～1.40%（令和７年１月21日現在） 
    限 度 額……個人 3億円、法人 10億円 

 
  ２２．．新新たたにに農農業業をを始始めめるるたためめにに必必要要なな資資金金 
青年等就農資金 
 
 

日本政策金融公庫が融資する新規就農希望者を支援する資金 
金  利……無利子 
限 度 額……3,700万円（特認1億円） 

経営体育成強化
資金 
（平成29年度～） 

日本政策金融公庫が融資する認定新規就農者・農業参入法人を支援する資金 
金  利……無利子（県が利子助成） 
限 度 額……1億5,000万円（融資率80%） 

新規経営体育成
資金 
（平成29年度～） 

農協が経営体育成強化資金を借りた農業者等に融資残20%を融資する資金 
金  利……無利子（県が利子補給） 
限 度 額……3,750万円 

  ※借入時の金利は変動しますので、最新の金利は金融機関へお問い合わせください。 
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 農 業 保 険  
 
○○農農業業保保険険のの仕仕組組みみ（（「「農農業業共共済済事事業業」」とと「「収収入入保保険険」」のの２２種種類類）） 
「農業共済事業」制度は、農業保険法に基づき、農家の自主的な相互扶助を基本とし、国の強

力な援助のもと農業者が不慮の事故によって受けることのある損失を補てんし、農業経営の安定

を図り、農業生産力の発展に資することを目的としており、農業共済組合により実施され、一般

に「農業共済」と呼ばれています。 
農業災害が甚大となった場合に確実で十分な補償を行うことができるよう、農業共済組合は共

済責任の一部を国が行う「保険」に付すことによって、全国的な危険分散を図る仕組みとしてい

ます（下図参照）。なお、県内の農業共済事業は、令和２年４月１日の１県１組合化により岐阜

県農業共済組合が県全域で実施しています。 
「収入保険」制度は、従来の農業共済事業に加え、農業者の農業収入の減少を補償するもので、

平成31年１月から実施されています。 
＜県内加入件数（R6年12月時点）1130件＞ 岐阜県農業共済組合調べ  
○収入保険制度の仕組み 

対 象 者：青色申告を行い、経営管理を適切に行っている農業者（個人・法人） 
対象収入：農業者が自ら生産している農産物の販売収入全体 
対象要因：自然災害に加え、価格下落など農業者の経営努力では避けられない「収入の減少」が対象 
補償内容：保険期間の収入が基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割を上限に補てん   

  
○○農農業業共共済済事事業業のの内内容容等等 
＜＜岐岐阜阜県県でで実実施施ししてていいるる共共済済事事業業のの種種類類＞＞ 

県内では、農作物共済（水稲・麦）、家畜共済（牛・馬・豚）、果樹共済（りんご・なし・も

も・かき）、畑作物共済（大豆・蚕繭）、園芸施設共済、任意共済（建物・農機具）の６種類の

共済事業が実施されています。 
 
＜＜共共済済金金額額とと支支払払共共済済金金＞＞ 

令和５年度（産）の共済金額（最高補償額）の総額は407億1,770万円（任意共済を除く）で、

その内訳としては、農作物：87億5,670万円、家畜：209億7,560万円、果樹：１億3,017万円、畑

作物：１億2,086万円、園芸施設：107億3,437万円となり、共済金額の対前年度比は、農作物88％、

家畜99％、果樹89％、畑作物66％、園芸施設99％となっています。なお、農家が負担する掛金の

総額は３億829万円となっています。 
令和５年度は、りんごでは降霜や低温の被害、園芸施設では台風７号の被害や雪害等が発生し

ましたが、支払共済金は、全体として５億6,048万円で、前年に比べ1,381万円減少しました。 
 

共共済済金金支支払払実実績績のの推推移移（（岐岐阜阜県県））                農農業業共共済済制制度度のの仕仕組組みみ  

 
 
  
 
  
  
  
 
     
 
 
 
 

岐阜県農業共済統計年報より 
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 農 業 災 害  

  

○○農農畜畜水水産産業業被被害害金金額額はは 11,,221188万万円円（（令令和和７７年年１１月月 3311日日現現在在））    

令和６年度は、台風 10号の影響により８月 31日を中心に猛烈な雨が降り記録的な降水量と

なりました。特に揖斐・西濃地域では農地が冠水し、だいず、小松菜、小ねぎ等に被害が発生

しました。 

また、7月の大雨では高山市においてほうれんそうに被害が発生しました。 

農農畜畜水水産産業業被被害害金金額額  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

○○農農地地・・農農業業用用施施設設等等被被害害金金額額はは 66億億 22,,553355万万円円（（令令和和６６年年 1122月月 2277日日現現在在））    

農地・施設被害は９回発生し、西濃地域や飛騨地域を中心に水田の土砂流出や水路の損壊等

の被害が発生しました。 

                                     単位：千円 

主な発生年月日 災害名 
農業関係被害額 

被害地域 農地 農業用施設 計 

令和6年1月1日 能登半島地震災害  650   400 1,050 郡上、飛騨地域  

令和6年5月27日～29日 豪雨災害 54,600 168,400 223,000 下呂、飛騨地域 

令和6年6月11日 豪雨災害 400 - 400 飛騨地域 

令和6年6月30～７月１日 梅雨前線豪雨災害 500 - 500 恵那地域 

令和6年7月15日～17日 梅雨前線豪雨災害 4,600 55,000 59,600 岐阜、東濃、恵那、飛騨

地域 

令和6年7月25日 落雷災害 - 100,000 100,000 岐阜地域 

令和6年8月29日～9月2日 台風10号豪雨災害 18,000 172,800 190,800 西濃、揖斐、東濃地域 

令和6年9月13日 豪雨災害 35,000  35,000 飛騨地域 

令和6年11月１日～2日 豪雨災害  15,000 15,000 下呂地域 

合計  113,750 511,600 625,350  

                                  県農地整備課調べ 

１月１日能登半島地震災害、6月 11日豪雨災害、6月 30日から 7月 1日梅雨前線豪雨災害、

7月 15日から 7月 17日梅雨前線豪雨災害、8月 29日から 9月 2日台風 10号豪雨災害は激甚災

害に指定されました。  

単位：千円

水陸稲
穀物、

イモ、豆類
野菜 果樹・樹体 その他

5月27～29日 大雨 200 200 岐阜

7月1日 大雨 29 29 恵那

7月15～17日 大雨 1,740 1,740 飛騨

8月29～9月2日 台風10号 5,097 4,343 136 9,576 西濃、揖斐

11月2日 大雨 38 38 飛騨

11月30日 積雪 600 600 中濃

R6年度
合　　計

6件 0 5,097 6,083 0 0 638 0 0 365 12,183

R５年度 8件 266 0 487 0 0 181,414 0 0 2,010 184,177

R４年度 5件 15 0 182 2,491 0 5,863 2,622 0 0 11,173

R３年度 3件 2,133 4 2,028 7,642 802 4,660 0 0 6,324 23,593

R２年度 2件 6,259 83 51,076 318 61,600 52,819 67,875 65,507 4,729 310,266

R元年度 5件 1 0 1,536 467 0 73,584 5,733 0 1,350 82,671

H30年度 6件 27,504 19,251 955,486 314,536 61,013 1,144,709 116,291 24,189 97,130 2,760,109

その他
(倉庫等)

計 被害地域

県農政課調べ

発生時期 災害名
農作物等

生産施設
家畜・

畜産施設
水産物・
水産施設
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 農 業 団 体 等  

○○農農業業委委員員会会 

農業委員会は、農地法、農業振興地域の整備に関する法律、農業経営基盤強化促進法に基づ

き、優良農地の確保、認定農業者等多様な担い手の育成・確保などを行うほか、農地利用の最

適化（①担い手への農地利用の集積・集約化、②遊休農地の発生防止・解消、③新規参入の促

進）を推進する地域農業に欠かせない組織です。 
県内全 42 市町村に置かれ、令和６年 10 月１日現在の農業委員及び農地利用最適化推進委員

の定数は、1,123人です。また、岐阜県知事から「農業委員会ネットワーク機構」の指定を受け

ている（一社）岐阜県農業会議は、農業委員会会長・市町村長・農業団体等を会員として構成

されています。 

  

○○農農業業協協同同組組合合等等  

農業協同組合は、農産物の集荷・販売、農業生産資材の斡旋・共同購入、営農指導、経営指

導、生産施設の整備、金融・共済事業など多岐に渡る事業を実施しており、農業者の経営向上

や地域農業の振興に大きな役割を果たしています。 
また、農事組合法人は、農業生産についての協業を図ることにより、組合員の共同の利益を

増進することを目的として、農業に係る共同利用施設の設置又は農作業の共同化に関する事業、

農業の経営等を行っています。 
令和５年度末現在の農業協同組合等の数は、農業協同組合中央会１、信用農業協同組合連合

会１、厚生農業協同組合連合会１、総合農業協同組合７、専門農業協同組合連合会４、専門農

業協同組合７、農事組合法人 270となっています。 

令和５年度末現在の総合農協の組合員数は、32 万 2,059 人（正組合員 13 万 2,516 人、准組

合員 18万 9,543人）で、前年度末に比べ 1,791人減少（正組合員 1,546人減少）しました。  
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県検査監督課調べ

 
○○農農業業共共済済組組合合 

農業共済組合は、農業保険法に基づき、農業者が災害・不慮の事故で受けた損失を補てんする農

業共済の実施や、農業者の経営努力では避けられない収入減少を広く補償する収入保険の普及に

より、農業経営の安定に寄与しています。 

令和２年４月からは、岐阜県農業共済組合が県内全域で事業を実施しています。 
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Ⅹ　参 考

月　　　日 行　事　・　事　項　等 場　　所

4月1日 ぎふ農福連携推進センター開所式 岐阜市

4月9日 農業大学校・国際園芸アカデミー入学式 可児市

4月15日 就農支援センター入所式 海津市

4月22日 世界農業遺産「清流長良川の鮎」推進協議会総会 岐阜市

4月22日～11月15日 農福連携栽培技術基礎講座（全10回） 可児市

4月24日 国際園芸アカデミー実践教育フィールド開設披露会 可児市

4月25日 スマート農業実証プロジェクト（飛騨）　第4回コンソーシアム会議 飛騨市

4月25日 生態系保全団体支援事業評価会議 岐阜市

4月26日 岐阜県鳥獣被害対策連絡会議 岐阜市

4月27日～5月6日 清流長良川あゆパーク　春の特別企画イベント 郡上市

4月30日 「若い力で元気創出ふるさと支援事業」評価会議 岐阜市

4月～3月 新酒米による産地づくり研究会(全5回） 瑞浪市　他

5月15日～19日 野生いのししに対する豚熱経口ワクチン散布（前期1回目） 県内

5月16日 スマート農業実証プロジェクト（飛騨）　設計検討会 オンライン

5月16日、17日 有名ワイナリーでの飛騨牛PR オーストラリア

5月16日～30日 岐阜県農産物オーガニックフェスタ 名古屋市

5月17日～6月2日 第1回ぎふ地産地消フェア 岐阜県全域

5月23日 ぎふ花と緑の振興コンソーシアム総会 岐阜市

5月23日、30日 ジャンボタニシクリーン作戦（安八町） 安八町

5月24日
岐阜県担い手リーダー認定証交付・感謝状授与式、令和6年度指導
力向上研修会

岐阜市（県庁）

5月25日 ぎふアグリチャレンジフェア 岐阜市

5月26日 GIFTS PREMIUM6周年祭 愛知県名古屋市

6月1日 マイナビ農林水産FEST 大阪府

6月1日 県庁ライトアップ（世界牛乳の日・6月牛乳月間） 岐阜市（県庁）

6月4日 知事へ牛乳贈呈（父（ちち）の日） 岐阜市（県庁）

2024年度県農政の主要行事・事項等
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月　　　日 行　事　・　事　項　等 場　　所

6月5日
スマート農業の技術力向上研修
「中山間地域の水田における省力化に向けたスマート農業技術研修」

郡上市

6月5日 第3回農福連携等推進会議
東 京 都 （首 相 官
邸）

6月11日 岐阜県有機農業アドバイザー認定式 岐阜市

6月11日 カワウの生息羽数調査手法研修会 岐阜市、瑞穂市

6月13日 就農支援センター修了式 海津市

6月13日 ジャンボタニシクリーン作戦（岐阜市） 岐阜市

6月14日
スマート農業の技術力向上研修
「平坦地域の果樹栽培におけるスマート農業技術研修」

岐阜市

6月14日 第1回農業ＤＸ指導者研修 海津市

6月15日～9月12日 コクチバス駆除対策へのガバメントクラウドファンディング®の実施 インターネット

6月18日、19日 県産食材産地見学会（第1回） 高山市　他

6月19日 第1回地域計画策定に向けた人材養成研修会 岐阜市

6月20日 大学生が考案した米粉新商品発表会 各務原市

6月24日 第1回スマート農業推進協議会 岐阜市

6月24日 第1回農業ＤＸプラットフォーム構築検討会 岐阜市

6月26日～29日 総合食品見本市「FOOD　TAIPEI　2024」　出展 台湾

6月27日
スマート農業の技術力向上研修
「中山間地域の水田におけるスマート農業機械操作研修」

中津川市

7月2日～16日 重点指導市町村の地域計画策定に向けた検討会（全14回） 岐阜市　他

7月3日 畜産研究所「ふれあい報告会」（研究成果発表会） 美濃市

7月6日 鮎の塩焼き等体験講座 岐阜市

7月8日 岐阜県鳥獣被害対策連絡会議 岐阜市

7月9日 清流の国ぎふ　食と農の商談会 岐阜市

7月10日
スマート農業の技術力向上研修
「果樹栽培におけるスマート農業技術研修」

飛騨市

7月10日
スマート農業の技術力向上研修
「中山間地域の水田におけるスマート農業機械操作研修」

飛騨市

7月12日 農福連携全国都道府県ネットワーク会長・副会長会議 オンライン

7月16日～11月29日 「清流の国ぎふ」鮎料理フェア・鮎販売フェア 県内

7月18日 第2回地域計画策定に向けた人材養成研修会 岐阜市

7月18日 岐阜県カワウ管理・被害対策検討会 岐阜市

7月18日～19日 第 60 回献血運動推進全国大会花飾り 岐阜市　他
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月　　　日 行　事　・　事　項　等 場　　所

7月20日 おいでや！いなか暮らしフェア2024 大阪府

7月20日～9月1日 清流長良川あゆパーク　夏休み特別企画イベント 郡上市

7月22日～11月29日 「清流の国ぎふ」BBQで鮎を食べよう！キャンペーン 県内

7月23日 農福連携全国都道府県ネットワーク総会 オンライン

7月23日
畜産3銘柄総会（飛騨牛、飛騨けんとん・美濃けんとん、奥美濃古地
鶏）

岐阜市

7月24日 第1回　6次産業化DX研修会 岐阜市

7月25日、26日 全国クリ研究大会岐阜県大会
中津川市、恵那
市

7月27日 地産地消食農キャラバンin中濃 可児市

7月28日 ＧＩＡＨＳ鮎の日イベント 郡上市　他

7月31日 第1回　新商品開発・マーケティング研修会 岐阜市

7月31日～8月1日 清流の国ぎふ総文 2024花飾り 岐阜市　他

8月1日
第4回高校生花いけバトル全国選抜大会
（清流の国ぎふ総文2024花いけバトル部門）

大垣市

8月1日 第76回岐阜県畜産共進会　肉豚の部 岐阜市

8月1日～8月31日 岐阜グルメフェア「飛騨牛＆鮎 2024」
東京都、大阪府
ほか

8月3日～8月18日 第2回ぎふ地産地消フェア 岐阜県全域

8月5日 農福連携全国都道府県ネットワーク国提言 東京都

8月6日 農福連携魅力発信バスツアー 関市、郡上市

8月8日 第3回地域計画策定に向けた人材養成研修会 美濃市

8月8日、9日 東アジア農業遺産学会（ERAHS） 県内

8月21日
スマート農業の技術力向上研修
「第1回キャベツ栽培におけるスマート農業の活用」

養老町

8月21日 ぎふ農業・農村男女共同参画推進会議（第1回） オンライン

8月21日～27日 県産農畜水産物販売フェア（岐阜県フェア） 大阪府

8月22日 第1回「清流の国ぎふ」地産地消推進会議 岐阜市

8月24日 地産地消食農キャラバンin飛騨 高山市

8月28日 第2回　新商品開発・マーケティング研修会 岐阜市

8月28日～9月3日
野生いのししに対する豚熱経口ワクチン散布（前期南部2回目、後期
北部1回目）

県内

8月29日、30日 ぎふバル 愛知県名古屋市

8月30日 岐阜鮎海外推奨店認定式 タイ
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月　　　日 行　事　・　事　項　等 場　　所

8月31日～9月8日 飲食店4店舗での岐阜鮎メニューフェア タイ

8月、1月 清流のめぐみ産地づくり研究会（2回） 岐阜市

9月6日 第1回岐阜県農政審議会 岐阜市

9月10日 岐阜県家畜伝染病防疫演習 美濃加茂市

9月13日
県庁食堂及び物販スペースにおける牛乳フェア
（県内産牛乳を使用した特別メニューの提供ほか）

岐阜市（県庁）

9月14日～11月4日 清流長良川あゆパーク　秋の特別企画イベント 郡上市

9月17日 第2回　6次産業化DX研修会 岐阜市

9月18日～20日 学校花壇コンクール（FBC）中央審査 県内

9月18日～11月19日 やる気発掘農業ゼミオンライン（全3回） オンライン

9月20日 農業ＤＸプラットフォームの運用にかかる意見交換 岐阜市・海津市

9月20日 園芸福祉サポーター養成講座 各務原市

9月20日～2月10日 農業簿記データの活用研修会（全4回） 海津市、高山市

9月25日 第3回　新商品開発・マーケティング研修会 岐阜市

9月26日 園芸福祉サポーター養成講座 可児市

9月28日 ぎふアグリチャレンジフェアｉｎ大阪 大阪府

9月28日、10月14日 薬草の里魅力めぐりツアー 揖斐川町

9月29日 清流長良川あゆパーク来場者100万人記念イベント 郡上市

10月1日 第1回農福連携推進研修会（現地研修会） 三重県

10月2日
スマート農業の技術力向上研修
「第2回キャベツ栽培におけるスマート農業の活用」

養老町

10月5日 いい街発見！地方の暮らしフェア2024 名古屋市

10月10日 「清流の国ぎふ」食材提案会in大阪 大阪府

10月12日 岐阜県畜産共進会におけるスマート農業技術紹介 高山市

10月12日 第9回高校生花いけバトル花きの日大会 安八町

10月12日 第23回岐阜県畜産共進会　種牛の部 高山市

10月12日 わな捕獲技術向上研修会 高山市

10月12日～1月13日 地産地消デジタルスタンプラリー 岐阜県全域

10月14日～16日 「清流の国ぎふ」文化祭2024花飾り 岐阜市　他

10月14日～27日 薬草メニューフェア 揖斐川町
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月　　　日 行　事　・　事　項　等 場　　所

10月19日 大関ヶ原祭2024東西対決花いけバトル 関ケ原町

10月19日～23日 総合食品見本市「SIAL Paris 2024」 出展 フランス

10月21日 「SIAL Paris 2024」 サイドイベント出展 フランス

10月21～25日 「清流のめぐみ」新米フェア 岐阜市

10月22日 有名レストランでの昼食懇談会 フランス

10月23日 大区画化ほ場における環境保全型スマート農業実証実演会 飛騨市

10月23日、30日 次世代の女性リーダースキルアップ研修（インプット編） オンライン

10月23日～27日
野生いのししに対する豚熱経口ワクチン散布（後期北部2回目、後期
南部1回目）

県内

10月23日～12月28日 飛騨牛海外推奨店等4店舗での県産食材メニューフェア フランス

10月24日 第34回岐阜県はちみつ共進会 岐阜市

10月25日、26日 農福連携全国都道府県フォーラムinぎふ 岐阜市、関市

10月25日～27日 ぎふの花飾りコンテスト 岐阜市

10月25日～27日 第41回岐阜県花き品評会 岐阜市

10月26日、27日 第35回岐阜県農業フェスティバル 岐阜市

10月26日、27日 全国農福連携マルシェinぎふ 岐阜市

10月26日、27日 ぎふフラワーフェスティバル 岐阜市

10月26日～11月10日 第3回ぎふ地産地消フェア 岐阜県全域

10月26日～12月26日 農福連携全国都道府県オンラインマルシェ オンライン

10月27日 「清流の国ぎふ」食文化継承・発展シンポジウム 岐阜市

10月27日 新・農業人フェア 大阪府

10月28日 スマート農業実証プロジェクト（飛騨）　中間検討会 オンライン

10月29日
全国都市緑化ぎふフェア・FBC60周年記念事業
花壇設計コンクール審査会

岐阜市

10月29日～11月1日 グリーンツーリズムインストラクター育成スクール 八百津町

10月30日
スマート農業の技術力向上研修
「施設園芸（トマト）におけるスマート農業技術の活用」

飛騨市

10月30日 営農支援アプリ活用研修会（ホウレンソウ） 高山市

10月30日、11月19日、
25日

有機農業指導員育成研修 岐阜市、白川町

10月31日 薬草フォーラム 岐阜市

11月3日 夢ふくらむ暮らしにフラワーギフト 岐阜市
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月　　　日 行　事　・　事　項　等 場　　所

11月5日 第1回農業農村整備委員会 岐阜市

11月7日 スマート農業実証プロジェクト（飛騨）　第5回コンソーシアム会議 飛騨市

11月7日 岐阜県農業担い手リーダー「岐阜県農業の未来を語る会」 岐阜市

11月7日
長良川流域コクチバス駆除チーム員会議
揖斐川流域コクチバス駆除チーム員会議

岐阜市

11月8日 第9回岐阜県ホルスタイン共進会 関市

11月9日 学校花壇コンクール（FBC）表彰式 岐阜市

11月10日 第71回近畿東海北陸連合肉牛共進会 神戸市

11月11日 木曽川流域コクチバス駆除チーム員会議 岐阜市

11月12日 国際園芸アカデミー開学20周年記念式典 可児市

11月12日 アフリカ豚熱防疫演習（野生いのしし対策） 美濃市

11月12日～13日 第14回ぎふグリーンツーリズムネットワーク大会 in 揖斐川町 揖斐川町

11月14日 第3回　6次産業化DX研修会 岐阜市

11月14日 東海ブロック農業士研究会 美濃加茂市

11月15日 ノウフク商品展示商談会 岐阜市

11月16日～17日 「ぎふオーガニックマルシェ」 岐阜市

11月23日 マイナビ農林水産FEST 名古屋市

11月25日 農業分野における外国人材確保対策セミナー 高山市

11月26日 ぎふ清流GAP評価制度推進研修会 岐阜市

11月26日 豊かなむらづくり全国表彰表彰式 下呂市

11月26日～29日 首都圏の社員食堂での岐阜県メニューフェア 東京都

11月26日～12月13日 「ノウフクの日」イベント
岐阜市、各務原
市、名古屋市

11月27日 ぎふの花ファンづくり産地見学ツアー（中濃） 中濃地域

11月27日、12月4日 次世代の女性リーダースキルアップ研修（アウトプット編） 美濃市

11月29日 第2回農業ＤＸ指導者研修 岐阜市

11月29日、12月5日 岐阜県農業ジョブコーチ養成研修会 美濃市、関市

11月30日 地産地消食農キャラバンin西濃 揖斐郡大野町

11月30日 第25回鶏卵・鶏肉料理コンクール 岐阜市

12月2日～2月28日
コクチバス駆除対策へのガバメントクラウドファンディング®【第2弾】の
実施

インターネット
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月　　　日 行　事　・　事　項　等 場　　所

12月6日 ぎふ清流ＧＡＰ産地研修会
大垣市、輪之内
町

12月6日 わな捕獲技術向上研修会 岐阜市

12月7日 地産地消食農キャラバンin東濃 中津川市

12月8日 新・農業人フェア 東京都

12月9日、10日 県産食材産地見学会（第2回） 高山市　他

12月10日
スマート農業の技術力向上研修
「第3回キャベツ栽培におけるスマート農業の活用」

養老町

12月12日 ぎふの花ファンづくり産地見学ツアー（東濃） 東濃地域

12月13日 第76回岐阜県畜産共進会　肉用牛の部 岐阜市

12月17日 第4回　6次産業化DX研修会 岐阜市

12月19日 第2回農福連携推進研修会 岐阜市

12月20日～1月26日 ぎふジビエ　森のごちそうDeerフェア 県内

12月23日 岐阜県コクチバス駆除対策推進協議会 岐阜市

12月24日 協同農業普及事業普及活動研究セミナー
岐阜市（県庁）及
びオンライン

12月27日
農業ＤＸプラットフォーム構築検討会作業部会（トマト部会・イチゴ部
会）

岐阜市

12月27日～1月26日 ぎふジビエ　森のごちそうDeer首都圏フェア 首都圏

1月3日～9日 高級百貨店「YATA」3店舗での柿フェア 香港

1月10日 ぎふ農業・農村男女共同参画推進オンラインフォーラム オンライン

1月14日 第5回6次産業化DX研修会 岐阜市

1月17日 スマート農業実証プロジェクト（飛騨）　第6回コンソーシアム会議 飛騨市

1月17日 第20回農業農村整備研究会 岐阜市

1月17日、24日 障がい者農業体験講座（全2回） 大野町

1月22日 農業分野における求人アプリ・サイト活用研修会 高山市

1月22日～26日 野生いのししに対する豚熱経口ワクチン散布（後期南部2回目）
岐阜、西濃、中濃、可
茂、東濃、恵那

1月25日 地産地消食農キャラバンin岐阜 山県市

1月25日 ぎふアグリチャレンジフェア 美濃市

1月29日 令和6年度棚田保全座談会 岐阜市

1月30日 商品力・商談力向上研修 岐阜市

1月30日 第34回岐阜県はちみつ共進会褒賞授与式、養蜂技術講習会 岐阜市
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月　　　日 行　事　・　事　項　等 場　　所

1月31日 第2回「清流の国ぎふ」地産地消推進会議 岐阜市

1月31日 人権問題啓発研修会 オンライン

1月31日～2月23日 飛騨牛海外推奨店等3店舗でのハラール飛騨牛販売フェア マレーシア

1月31日～3月19日 飛騨牛海外推奨店等6店舗での飛騨牛・柿フェア アメリカ

2月1日 ～いなか暮らしをコレクションする～　イナコレ 大阪府

2月4日 農業の担い手育成セミナー 岐阜市

2月4日 岐阜県鳥獣被害対策連絡会議 岐阜市

2月5日 国際園芸アカデミー卒業研究・制作発表会 可児市

2月5日～28日 飛騨牛グルメフェア 大阪府

2月6日 ぎふ農業・農村男女共同参画推進会議（第2回） オンライン

2月6日 園芸福祉サポーター養成講座 各務原市

2月7日 中山間農業研究所試験研究成果検討会 高山市

2月7日 「清流の国ぎふ」農地・水保全フォーラム 岐阜市

2月7日～13日 県産農畜水産物販売フェア（岐阜うまいものフェア） 大阪府

2月8日 ぎふジビエ×スピリットダイニング 東京都

2月12日 岐阜県朝市連合総会・直売所研修会
岐阜市及びオン
ライン

2月12日 長良川鮎資源管理・増殖部会（長良川流域協議会） 岐阜市

2月13日 卸売市場活性化セミナー オンライン

2月13日 令和6年度人・農地関連施策連絡協議会 岐阜市

2月13日 国際園芸アカデミー活動成果報告会 可児市

2月14日
スマート農業の技術力向上研修
「土地利用型作物におけるスマート農業の活用」

海津市

2月14日
恵那農林事務所農業普及課及び中山間農業研究所中津川支所合同
成果検討会

恵那市

2月14日 有機農業に取り組む生産者交流会 美濃市

2月15日～3月2日 第4回ぎふ地産地消フェア 岐阜県全域

2月18日 有名レストランでの飛騨牛・鮎・いちご懇談会 オーストラリア

2月18日 第3回農福連携推進研修会 岐阜市

2月19日 ぎふジビエ解体処理責任者講習会 郡上市

2月19日～25日 有名レストラン1店舗でのメニューフェア オーストラリア
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月　　　日 行　事　・　事　項　等 場　　所

2月20日 農業技術センター試験研究成果検討会 岐阜市

2月25日 令和6年度岐阜県スマート農業推進セミナー 岐阜市

2月26日
スマート農業の技術力向上研修
「施設園芸におけるスマート農業技術の活用」

海津市

2月27日 ぎふの花ファンづくり産地見学ツアー（岐阜・西濃） 岐阜・西濃地域

2月27日 第2回農業農村整備委員会 岐阜市

2月28日 第62回岐阜県自給飼料共励会　褒賞贈呈式 岐阜市

3月1日～2日 ぎふジビエ駅前フェア　鹿と酒と、2025 岐阜市

3月4日 農業大学校・国際園芸アカデミー卒業式 可児市

3月5日 ぎふ花と緑の振興コンソーシアム研修会 北方町

3月6日 水産研究所研究成果発表会・養魚講習会 美濃市

3月7日 フードバンク等意見交換会 岐阜市

3月18日 飛騨美濃特産名人認定証授与式 岐阜市

3月24日 第2回岐阜県農政審議会 岐阜市

3月24日 第2回スマート農業推進協議会 岐阜市

3月24日 第2回農業ＤＸプラットフォーム構築検討会 岐阜市
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農政部の組織（令和７年４月１日～）

農農産産物物流流通通課課 ・農畜水産物の輸出、首都圏等への販路拡大に関すること
・地産地消に関すること ・６次産業化に関すること ・卸売市場に関すること

農農産産園園芸芸課課 ・「ぎふ清流ＧＡＰ」の推進、環境保全型農業、肥料・農薬に関すること
・ぎふ花と緑の振興コンソーシアムに関すること
・農産物（米、麦、大豆、野菜・果樹特産、花き）の生産振興に関すること

病害虫防除所

国際園芸アカデミー

検検査査監監督督課課 ・農業協同組合、農事組合法人、水産業協同組合等の監督に関すること

農農村村振振興興課課 ・農業会議、農業委員会に関すること ・農地利用に関すること
・遊休農地、農村環境、都市農村交流に関すること

鳥鳥獣獣害害対対策策室室 ・鳥獣被害対策、ジビエの振興に関すること

里里川川・・水水産産振振興興課課 ・世界農業遺産の保全・活用・継承に関すること
・河川漁業・養殖漁業の振興に関すること

ココククチチババスス対対策策室室 ・特定外来生物コクチバスの駆除に関すること

農農政政課課 ・農政の総合的企画立案・調整、農業団体との連携に関すること
・試験研究に関すること

笠笠松松競競馬馬支支援援室室 ・笠松競馬に関すること

農林事務所 （岐阜、西濃、揖斐、中濃、郡上、可茂、東濃、恵那、下呂、飛騨）
試験研究機関 （農業技術センター、中山間農業研究所、畜産研究所、水産研究所）

ススママーートト農農業業推推進進室室 ・スマート農業の推進に関すること

農業大学校

農農業業経経営営課課 ・協同農業普及事業等に関すること ・農業共済事業に関すること
・農業金融に関すること

・農業の担い手の育成・確保に関すること担担いい手手対対策策室室

家家畜畜防防疫疫対対策策課課 ・家畜の衛生に関すること
・家畜伝染病の対策に関すること

家畜保健衛生所（中央、中濃、東濃、飛騨）

野野生生いいののしししし対対策策室室 ・野生いのしし対策に関すること

農農地地整整備備課課 ・農業農村整備事業の企画、調査・計画、調整及び実施、関連施設の管理等に関すること
・国営土地改良事業等に関すること

・農地の防災対策に関すること農農地地防防災災対対策策室室

畜畜産産振振興興課課 ・畜産の経営環境に関すること ・畜産物の生産、流通及び消費に関すること

飛飛騨騨牛牛銘銘柄柄推推進進室室 ・飛騨牛銘柄推進に関すること

食食肉肉流流通通対対策策室室 ・食肉流通対策に関すること
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所 属 農政部農政課 農政部農業経営課 農政部農産園芸課 

係 名 
農業研究
推進係 

内線 4025 
経営体強化
育成係 

内線 4088 
ぎふ清流
GAP推進係 

内線 4113 

 
新 想定外の高温等への対策 

 
１ 事 業 費 １２５，０５７ （前年度 ０ ） 

        【財源内訳】     【主な使途】 

         国庫   58,690 工事請負費 61,756 
県債   27,400 補助金   33,800  

         一般財源 38,967 需用費   11,110 
 
２ 背景・事業目的 

      近年、夏場の想定外の高温等により、様々な農畜水産物において生育
障害、病害虫の異常発生などの影響が顕在化しているため、適応技術の
開発や生産転換支援、対策に必要な設備等の導入支援などに取り組む。 

 

３ 事業概要 

（１）想定外の高温に対する適応技術開発及び生産転換支援 (28,488千円) 
３月補正含む 

・ 生育障害や病害虫被害などを回避する栽培技術の開発や、気候変動
に強い品種を育成するとともに、産地単位で行う高温耐性品種の導入
や高温への適応技術の実証に向けた取組みを支援する。 
補助対象者：生産者組織、法人、農業協同組合等 
補助率等 ：実証試験に係る経費の 1/2以内、上限 500千円 

（２）想定外の高温対策に必要な設備等への支援 (30,000千円) ３月補正 
・ 生産対策に必要な設備や資材の導入、生産対策と一体的に行う生産
者の身体的負担軽減を図る取組みを支援する。 
補助対象者：生産者組織、農業協同組合等 
＜生産対策への支援＞ 
補助率等：1/3以内（遮熱資材、予冷庫、細霧冷房装置等） 
＜身体的負担軽減を図る取組みへの支援＞ 
補助率等：1/3以内、上限 100千円/件（ファンベスト等） 

（３）高温対策の研究・研修拠点の充実 (66,569千円) ３月補正 

・ 中山間地域における水稲や園芸品目の高温対策の技術開発拠点を
整備するとともに、農業大学校・就農支援センターにおける高温に
対応した教育環境の充実を図る。 

 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

農業産地構造改革支援事業費 ほか 
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所 属 農政部農業経営課 

係 名 就農支援係、経営体強化育成係 内線 4087、4088 

 

担い手の経営発展への支援強化 
＜農地中間管理事業等推進基金事業＞ 

 
１ 事 業 費  ７３５，５２５（前年度 ７４０，７００） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫    109,650       補助金 695,225 

繰入金 173,309       委託料  38,500 
諸収入 360,150 
一般財源  92,416 

 
２ 背景・事業目的 

将来の農地利用の姿を明確化した地域計画の実現に向けて、未来の農
業・農村を支える新規就農者や認定農業者等の育成・確保、経営発展
に資する取組みを支援する。 

 
３ 事業概要 

（１）担い手の経営力強化の支援 (457,900千円) 

・ 新規就農者等の所得データを分析し、経営の見える化を進めると
ともに、雇用や財務など経営の基礎を学ぶ研修を実施する。 

・ 経営の多角化や改善を目指す担い手に対し、中小企業診断士など
専門家と連携して課題解決に向けた伴走支援を行う。 

（２）地域計画の実現に向けた支援 (277,625千円) 
＜一部農地中間管理事業等推進基金事業＞ 

・ 農地中間管理機構を活用した農地の集積・集約化を加速するため、
機構の運営体制を強化するとともに、機構へまとまった農地を貸し付
ける地域に対し、協力金を交付する。 

・ 地域計画に位置付けられた担い手に対し、省力化などの経営改善に
必要な農業用機械・施設の導入を支援する。 

補助対象者：市町村（助成対象：地域計画に位置付けた経営体） 
補 助 率：3/10以内、補助限度額：3,000千円 ほか 

 
・ 兼業農家を含む多様な担い手が参画する営農体制づくりを進めるた
め、オぺレーターの育成や法人化に向けた検討活動を支援する。 

 補助対象者：市町村、協議会、農業者が組織する団体など 

     補  助  率：定額、補助限度額：200千円  

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○農村地域農政推進事業費 

農地利用集積実践事業費 ほか 
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農業を支える多様な担い手の育成・確保 

 
１ 事 業 費  ５１，４９９（前年度 ６０,５３５） 
        【財源内訳】     【主な使途】 

国庫   11,941   補助金 41,458 
諸収入   6,000   委託料  8,950 
一般財源 33,558 

      
２ 背景・事業目的 

農業者の高齢化や減少が急速に進行する中、後継者の確保に加え、障
がい者や女性等の多様な担い手が活躍できるよう、きめ細かな支援を展
開する。 

 
３ 事業概要 

（１）農業経営継承の推進 (13,000千円) 

新・ 経営継承に関する農業者向けの啓発資料を作成するほか、優良事
例を学ぶセミナーを開催する。 

新・ 経営移譲希望者に関する情報を就農相談窓口に一元集約するほか、
モデル産地を設置し、継承希望者とのマッチングを支援する。 

・ 経営継承により譲り受けた農業用施設の改修等に係る経費に対し、
助成を行う。 
補助対象者：市町村（助成対象：認定新規就農者・親元就農者等） 
補 助 率：1/4以内、補助限度額：1,500千円 

（２） 農福連携の推進強化 (31,199千円) 

新・ 農業と福祉に関する専門的な知見を有する「農福連携技術支援
者」を新たに育成し、現場の活動を支援する。 
・ 農福連携の魅力を県内外に発信するほか、ぎふノウフクサポータ
ー(※)と連携し、ノウフク商品の販路拡大等の取組みを強化する。 
※ぎふノウフクサポーター：農福連携により生産された農産物や加工品等「ノウフク商品」を 

積極的に取り扱う意向のある企業・団体等 

（３）女性や外国人材等の確保推進 (7,300千円) 
・ 女性農業者の活躍を情報発信するほか、意思決定の場への参画促
進に向けた資質の向上に資する研修会を開催する。 

・ 農業分野の労働力確保に向け、農繁期が異なる産地が連携し、外国
人材を活用する仕組みづくりを推進する。 
 
 

所 属 農政部農業経営課 

係 名 
普及企画係、就農支援係、

経営体強化育成係 
内線 

4083、4087、

4088 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(13)農村教育推進費 

（明細書事業名）○農業後継者育成対策費 

新規就農・就業サポート事業費 ほか 
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所 属 農政部農政課 

係 名 
スマート農業推進係 

農業研究推進係 
内線 

4023 

4025 

 

スマート農業・データ活用型農業等の推進 
 

１ 事 業 費  ９８，６６８（前年度 ８４，１１５） 
         【財源内訳】    【主な使途】 
          国庫   44,490    補助金 54,000 
          一般財源 54,178    使用料 16,933 
 需用費 14,138 
 
２ 背景・事業目的 

誰もが熟練農業者と同等の収益が得られる農業の実現を目指し、幅
広い品目の収益性向上を図るデータ活用型農業の推進や、多様な人材の
育成、先端技術を活用した技術開発などに取り組む。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）データ活用型農業の取組推進 (18,171千円) 

クラウドに集まるハウス内環境データ等を活用した生産管理の
高度化を図るモデル実証について、野菜を対象としてきたところ
に新たに花きを加えて実施する。 

新（２）スマート農業を契機とした多様な人材育成 (858千円) 
地域農業を支える人材を育成するため、スマート農業に興味を

持つ非農業者等を対象に、実践的な機械の操作研修を実施する。 

（３）先端技術を活用した革新的技術の開発 (25,639千円) 
ルーメンマルチセンサ(※)を用いた牛群モニタリングシステム

(※)の開発など、先端技術を活用した生産性向上等につながる技
術開発を行う。 

  

 

（４）担い手のニーズに対応したスマート技術の導入支援 (54,000千円) 
３月補正含む 

経営発展や中山間地域の軽労化といった担い手のニーズに対応
したスマート農業技術の導入を支援する。 
補助対象者：市町村等 

（助成対象：認定農業者、認定新規就農者等） 

補 助 率：1/3又は 1/2以内、補助上限：3,000千円ほか 

 
 （款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

スマート農業推進費 ほか 

※ルーメンマルチセンサ：温度、加速度等のセンサを搭載したカプセルで、牛の胃内（ルー

メン）に滞留させ、定期的に測定した結果を無線送信する。 

※牛群モニタリングシステム：センサからのデータにより、発情、分娩、疾病兆候を検知す

るシステム。遠隔でも兆候が検知可能となり、作業が軽減。 
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所 属 農政部農産物流通課 農政部農産園芸課 

係 名 
流通企画係 

地産地消係 
内線 

4062 

4064 

ぎふ清流ＧＡＰ推進係 

米麦大豆係、野菜果樹特産係 
内線 

4113 

4117、4119 

所 属 農政部畜産振興課 農政部里川・水産振興課 

係 名 酪農・飼料係 内線 4140 漁業振興係 内線 4216 

 
食料安全保障強化に資する生産・供給体制の構築 

 
 

１ 事 業 費  ５６７，７１７ （前年度 １６０，４３０） 

        【財源内訳】     【主な使途】 

         国庫   535,161 補助金 521,740  
一般財源  32,556 負担金  22,575  

          委託料  13,334 
 
２ 背景・事業目的 

      物価高騰の影響緩和、安定した食料生産、消費者理解の促進や未利用
食材の活用推進等を通じ、食料安定供給体制の強化に取り組む。 

 

３ 事業概要 

（１）生産資材等の価格高騰に対する支援 (512,740千円) 
・ 肥料や燃油の高騰の影響を受けている農業者等に対し、化学肥料の
低減や省エネにつながる機械・施設の導入等を支援する。 
［補助率：導入経費の 1/2以内 ほか］ 

・ 畜産農家や養殖業者等に対し、飼料費の価格高騰分の一部を支援す
る。［補助率：価格高騰分の 1/2以内］ 

（２）主要農作物（米・麦・大豆）の安定生産の推進 (8,327千円) 

・ 種子生産に必要な機械の導入など、優良種子の生産を推進する。 

（３）価格形成の仕組みに対応した消費者理解の促進 (45,050千円) 

３月補正含む 

新・ 消費者や流通事業者が、本県農業を身近に感じ理解を深められるよ
う、物販イベント等に合わせ情報発信する取組みを支援する。 
［補助対象者：全国農業協同組合連合会岐阜県本部、補助率：1/2以内］ 

・ 地産地消ぎふ応援団に登録された直売所や量販店、飲食店と連携し、
県産農産物の消費拡大につなげるスタンプラリー等を実施する。 

（４）未利用食材の利用促進 (1,600千円) 

・ 規格外品等未利用農産物を学校給食やフードバンクに活用する取組

みを行う生産者団体やフードバンク団体に対し支援する。 

＜フードバンク＞補助率：10/10以内 補助限度額：200千円 
＜学校給食＞補助率：1/2以内  補助限度額：100千円 

 

 
（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

農産物地産地消推進費 ほか 
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持続可能で安心と信頼を届ける農産物づくりの推進 

 

１ 事 業 費  ２９，９６０（前年度 ２９，５１６） 

        【財源内訳】     【主な使途】 

         国庫   20,903   補助金 13,000 
         一般財源   9,057 委託料  7,460 

                   需用費  3,377 
 
２ 背景・事業目的 

環境負荷を軽減し持続可能な農業を実現するため、生産・販売の両面
で有機農業の拡大に取り組むとともに、国際水準ガイドラインに準拠し
た「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」に取り組む産地の拡大を図る。 

 

３ 事業概要 

（１）技術確立や販売拠点づくりによる有機農業の拡大 (19,800千円) 

・ 有機農業者同士の情報交換を目的としたネットワークづくりを行
うほか、地域ぐるみで行う生産技術の確立や消費者との交流等の取
組みを支援する。 
［補助対象者：市町村等、補助率：定額、補助限度額：10,000千円］ 
・ 岐阜県有機農業アドバイザーを活用した研修会の開催や、有機農
産物の販売拠点として、オーガニックマルシェを開催する。 

（２）国際水準の「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」の普及 (10,160千円)  
・ 産地の「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」の取組みを促進するため、組
織マネジメント手法等を指導する組織評価員を育成する。 

・ 仲卸業者等への「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」の理解促進に向け、
出前講座の開催、産地と販売店とのマッチングに取り組む。 

・ 量販店等のぎふ清流ＧＡＰパートナーと連携したＧＡＰ農産物販
売フェアの開催やＧＡＰ農産物を安定供給できる体制の整備を進め
る。 

 

所 属 農政部農産園芸課 

係 名 ぎふ清流ＧＡＰ推進係 内線 4113 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

環境保全型農業総合推進事業費  
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所 属 農政部農地整備課 

係 名 調査計画係 内線 4238 

 

 
県民の食を支える生産基盤の整備と災害に強い農村づくり 

 
１ 事 業 費  ４，００５，２５２（前年度 ４，８９７，８９２） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫   1,776,616    工事請負費 2,808,531 
         県債   1,082,800    委託料    760,040 

分負担金   511,144     補助金    363,104 
         一般財源    634,692 
 
２ 背景・事業目的 

効率的で収益性の高い農業を実現するため、農地の大区画化や農業用
水路の整備などの生産基盤整備を推進する。 
また、農村地域の防災・減災対策を強化するため、農業用ため池の豪
雨・地震対策等を推進するとともに、豪雨時の水田貯留機能に着目した
排水対策に取り組む。 

 
３ 事業概要 

（１）県民の食を支える農業生産基盤の整備 (1,737,370千円) 

・ 担い手への農地の集積、集約化や高収益作物への転換等を促進す
るため、農地の大区画化や水田の乾田化を実施する。（３３地区） 

・ 農業用水の安定的な確保に向けた農業用水路の整備や補修等を実
施する。（２０地区） 

 
（２）災害に強い農村づくり (2,267,882千円) 

・ ため池工事特措法に基づき、防災重点農業用ため池の豪雨・地震
対策等を実施する。（６９地区） 

・ 老朽化した農業用排水機場の整備、農道橋の耐震補強等を実施す
る。（１９地区） 

新・ 雨水を一時的に貯留する水田の機能を活用し、洪水被害の軽減を
図る「田んぼダム」の導入を促進するため、畦畔の更新・排水桝の
設置等を行う市町村等を支援する。 

［補助対象者：市町村・土地改良区、補助率：定額］ 
 
 

（款）６農林水産業費 （項）４農地費 （目）(4)ほ場整備事業費 

（明細書事業名）○公共事業 

経営体育成基盤整備事業費 ほか 
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所 属 農政部農産物流通課 

係 名 
流通企画係、輸出戦略係 

販売対策係 
内線 

4062、4064 

4068 

 

輸出拡大と大都市圏の需要喚起に向けた販売促進の強化 

 

１ 事 業 費  １０８，０９８（前年度 １０６，８００） 

    【財源内訳】  【主な使途】 

     国庫   36,928  委託料 84,923 
     諸収入   2,520  旅費   8,604 
     一般財源 68,650  補助金   5,800 

          

２ 背景・事業目的 

海外輸出の拡大に向け、現地プロモーションの展開や県産食材を輸出
する事業者の育成などに取り組むとともに、大阪・関西万博が開催され
る関西圏を中心とした大都市圏での県産農畜水産物のプロモーションを
展開する。 

 

３ 事業概要 

（１）輸出拡大の強化 (80,136千円) 

・ 飛騨牛、岐阜鮎の海外推奨店や協力覚書を締結した海外百貨店等と
連携した現地プロモーションを展開する。 

・ 国や他の都道府県等と連携し、オールジャパンの取組みと併せて県
産農畜水産物のプロモーションを実施する。 

新・ 様々な県産農畜水産物を「ぎふブランド」として海外で発信・販売
できるよう、現地商談会への参加やコンサルタント活動などの機会を
創出し、生産者支援が可能な輸出事業者を育成する。 
・ 米や茶など新たな品目の輸出拡大に向け、検疫条件に応じた生産技
術導入や商談会参加等を支援する。 
補助対象者：農畜水産業者、農業協同組合、漁業協同組合、食品

製造事業者 等 
補 助 率：1/2以内、補助限度額：1,000千円 

（２）大都市圏での需要喚起 (27,962千円) 

・ 国内外から大阪・関西万博を訪れる観光客等に県産農畜水産物を 
ＰＲするため、メニューフェアや販売フェアを開催する。 
・ 首都圏及び関西圏の飲食店と県産農畜水産物やその生産者をつなぐ
コーディネート活動を実施する。 

 
 
 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

農産物輸出戦略推進費 ほか 
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所 属 農政部農政課 農政部畜産振興課 農政部家畜防疫対策課 

係 名 
農業研究
推進係 

内線 4025 
銘柄推進係 
畜産基盤係 

内線 
4138 
4139 

防疫推進係 
防疫指導係 
捕獲調査係 

内線 4155 

 

畜産物を支える生産体制強化と家畜伝染病に対応できる産地づくり 

 
                 

１ 事 業 費 ７５１，８４１（前年度 ７０２，９５５） 
【財源内訳】     【主な使途】 
国庫   401,412   委託料 345,223 
使用料及び手数料 11,825   補助金 245,024 
財産収入 5,868 需用費 120,361 
一般財源 332,736   

 
２ 背景・事業目的 

飛騨牛をはじめとした家畜の改良及び生産体制の強化を行うととも
に、家畜伝染病に備え、防疫体制の強化や野生いのしし対策に取り組
む。 

 

３ 事業概要 

（１） 畜産物を支える生産体制強化 (112,921千円) 

・ 次回の全国和牛能力共進会での日本一奪還に向け、ゲノム解析技
術等の活用による候補牛の選抜、長距離輸送対策等に取り組む。 

・ 畜産主産地の維持、拡大に向けた生産基盤の整備や作業の省力化
に必要な機械等の導入を支援する。 

補助対象者：農協、農事組合法人等  
補 助 率：1/2以内、1/3以内、1/4以内 

・ 自給飼料の生産拡大に必要な機械導入、施設整備を支援する。 

補助対象者：農協、農事組合法人等  
補 助 率：1/3以内 

新・ 豚熱発生により失った県ブランド豚を支えるボーノブラウンの種
豚の改良等を推進する。 

（２）家畜伝染病に対応できる産地づくり (638,920千円) 

高病原性鳥インフルエンザや豚熱の発生予防及びアフリカ豚熱の国
内侵入に備え、農場の飼養衛生管理向上や野生いのしし捕獲の推進、
防疫演習を実施する。 

 

（款）６農林水産業費 （項）２畜産業費 （目）(2)畜産振興費 

（明細書事業名）○畜産振興対策費 

飛騨牛改良推進事業費 ほか 
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所 属 農政部農産園芸課 

係 名 野菜果樹特産係、花き係  内線 4119、4113 

 

新たな需要開拓による花き振興と主要園芸産地の生産体制強化 

 

１ 事 業 費  ２８，１４０（前年度 １８，２００） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            国庫     13,570    補助金   18,200 
一般財源 14,570    工事請負費  5,227 

委託料    2,000 
 

２ 背景・事業目的 
花きの需要拡大に向け、ねんりんピック等で花飾りを実施することに

より、県産花きの魅力を全国に発信する。また、園芸産地の拡大に向け、
生産効率や品質向上につながる技術開発のほか、出荷調製作業等の省力
化を進める。 
 

３ 事 業 概 要 

新（１）全国行事での花飾り等によるぎふの花の魅力発信 (3,000千円)  
・ ぎふの花の魅力を全国に発信するため、花き文化団体等と協働
してねんりんピック等の会場周辺の花飾りを実施する。 
・ ２０２７年国際園芸博覧会において、本県花きや花き文化を発
信するため、屋内出展の実施設計を行う。 

新（２）デジタル技術を活用した実践的な学習環境の整備 (6,940千円)  
・ 国際園芸アカデミーにおいて、センシング技術(※)を活用した
バラの養液管理や温室の変温管理を可能とする栽培設備を導入す
る。 

  

（３）出荷調製作業等の省力化による園芸産地の拡大支援 (18,200千円)  
・ ほうれんそう、えだまめの生産拡大に向け、地域の担い手組織
に対して、収穫、出荷調製作業の省力化に必要な機械導入等を支
援する。 
補助対象者：市町村（助成対象：生産者組織、農業協同組合） 
補 助 率：1/2以内 

  

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

農業産地構造改革支援事業費 ほか 

※センシング技術：センサーを用いて、光、温度などの定量的な情報を取得する技術。勘や

経験に頼らないデータに基づいた栽培管理が可能になる。 
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鳥獣害対策の推進 

＜清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞ 
 

１ 事 業 費   ８５１，８４９（前年度 ８５２，３７１） 
        【財源内訳】      【主な使途】 

国庫   619,511      補助金 690,375 
繰入金  152,216      委託料  90,065 
諸収入    198 
一般財源  79,924 

 
２ 背景・事業目的 

野生鳥獣による被害のない里山づくりに向け、獣種別の生態に応じた
被害対策モデルの構築を目指すとともに、貴重な農村資源であるジビ
エの更なる利活用の促進に向けた取組みを強化する。 
 

３ 事 業 概 要 

（１）獣種別の被害対策モデル構築に向けた取組推進 (834,537千円) 
＜一部清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞ 

新・ 安心と共生のニホンザル対策に向け、各種団体による創意あふれ
るアイデアを募集し、提案された活動を支援する。優れた事例を選
定し、有効な対策として県内へ横展開を行う。 
補助対象者：自治会、ＪＡ、猟友会、森林組合など 
補 助 率 等：定額（上限 3,000千円／団体等） 

新・ ニホンザルの地域の追い払い活動等に資するため、ＧＰＳを活用
した行動域のモニタリングを行う。 

新・ ニホンジカの生息密度が著しく増加している地域等を特別区域に
設定し、ニホンジカの個体数抑制に向けた捕獲活動を支援する。 
［補助率：定額、補助限度額：特別区域 20,000円/頭 ほか］ 
・ ＩＣＴを活用したイノシシやニホンジカなどの遠隔監視捕獲シス
テム技術の導入を進める。 

新・ カワウ被害軽減に向け、ドローンを活用した被害防止対策を実証
するなど、漁業協同組合等と連携した被害防止対策を講じる。 

（２）ジビエの利活用促進に向けた取組強化 (17,312千円)  
新・ ジビエの魅力発信や消費拡大に向け、県内や首都圏において新たな

需要創出に向けた消費者参加型のフェアを開催する。 
 

所 属 農政部農村振興課      

係 名 鳥獣害対策係 内線 4172 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(3)農山村振興費  

（明細書事業名）○鳥獣害防止対策費 

         鳥獣害防止対策費 
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地域資源を活かした農村の活性化と農地の保全 

＜ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 
 

１ 事 業 費 ２，９１４，８４０（前年度 ２，９８１，５３９） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

            国庫    2,021,516   補助金 2,872,901 
繰入金      38,106   委託料    28,482 
一般財源   855,218 
 

２ 背景・事業目的 
農村地域の活性化を図るため、豊かな自然や文化を活かした都市農村
交流を推進するとともに、農業・農村が持つ多面的機能を維持するた
め、地域ぐるみでの農地・農業用施設等の保全活動を推進する。 
 

３ 事 業 概 要 

（１） 都市農村交流の取組強化 (55,439 千円) 
 ＜一部ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 

・ 「ＧＩＦＵ－ＤＯ農泊（※）」の全面展開に向け、地域の取組み
の核となる実践者の育成や運営体制の構築を支援するほか、民間企
業と連携した一体的かつ効果的なプロモーションを行う。 
※ＧＩＦＵ－ＤＯ農泊：「ぎふの農村ならでは」の体験メニューと地域貢献を目的としたボラ

ンティアメニューを組み合わせた滞在型プログラム 

・ インバウンド需要を見据え、農泊を核とした岐阜県の農村の魅力
について、大型イベントや国際空港のサイネージ、ＳＮＳ等を活用
し、広域的な情報発信を行う。 

（２）地域ぐるみで取り組む農地等の保全活動の支援 (2,859,401 千円) 

・ 地域ぐるみで農地や農業用施設等を保全するため、多面的機能支
払制度(※)や中山間地域等直接支払制度(※)の取組みを支援する。 

  
 
 

  ＜多面的機能支払交付金（助成対象：活動組織等）＞ 
   補 助 率：定額（田：3,000円/10ａ ほか） 
   負担割合：国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

  ＜中山間地域等直接支払交付金（助成対象：農業者等）＞ 
   補 助 率：定額（田：21,000円/10ａ ほか） 
   負担割合：国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 ほか 

 

所 属 農政部農村振興課      

係 名 農村企画係 内線 4176 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(3)農山村振興費 

（明細書事業名）○都市農村交流促進費 

都市農村交流促進事業費 ほか 

※多 面 的 機 能 支 払 制 度：地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、農地や水路、農

道等の地域資源の維持保全活動を支援する制度 

※中山間地域等直接支払制度：生産条件が不利な地域での農業生産の継続を支援する制度 
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世界農業遺産「清流長良川の鮎」の保全・活用・継承 
 
１ 事 業 費   １５６，３８４（前年度 １４２，１１３） 
            【財源内訳】       【主な使途】 

            国庫     20,295   委託料 129,814 
一般財源 136,089   補助金  10,131 

 
２ 背景・事業目的 

令和７年度に世界農業遺産「清流長良川の鮎」が認定されてから 
１０年を迎えることから、この節目を好機と捉え、長良川流域から県
下全域への展開や次世代への継承を強力に推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１） 世界農業遺産認定１０年を契機とした取組みの強化 (38,837 千円) 
３月補正含む 

新・ 若者の発信力を生かし、世界農業遺産「清流長良川の鮎」の価値
を発信するため、県下全域を対象に、小中高生や大学生向けの出前
講座やワークショップを実施する。 

新・ 東アジア農業遺産学会をはじめ、これまでに得た最新・有効な取
組み等の知見を次世代に伝えるため、世界農業遺産について学び意
見交換する、若者を中心としたシンポジウムを開催する。 

（２）鮎資源の管理・増殖 (99,961 千円)  
・ 県コクチバス駆除総合対策に基づき、電気ショッカーボートや刺網
を活用した駆除のほか、密放流違法やリリース禁止の啓発等を実施
する。 

・ コクチバスの買取り、産卵床の監視駆除及び刺網による駆除など、
漁協等によるコクチバス駆除活動を支援する。 
［補助対象者：県漁連、漁業協同組合 補助率：1/2以内] 

（３）内水面漁業の担い手育成・確保 (17,586 千円) ３月補正含む 
・ 「清流長良川あゆパーク」において、子ども向けの体験メニューに
加え、鮎友釣り体験講座など若者向けの新たな体験メニューを開発
する。 

新・ 若者の遊漁者拡大のため、漁協等による釣り場の環境整備とＳＮ
Ｓ等の活用による魅力発信の支援のほか、専門家による漁場づくり
等のサポート体制を整備する。 
［補助対象者：県漁連、漁業協同組合 補助率：1/2以内] 

 

所 属 農政部里川・水産振興課 

係 名 
里川振興係、 

水産係、漁業振興係、コクチバス対策係 
内線 

4213 

4216 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(3)農山村振興費 

（明細書事業名）○世界農業遺産推進費 

世界農業遺産推進事業費 ほか 
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所 属 農政部農政課 農政部農業経営課 

係 名 スマート農業推進係 内線 4023 普及企画係 内線 4083 

所 属 農政部農産園芸課 農政部農地整備課 

係 名 野菜果樹特産係 内線 4113 調査計画係 内線 4238 

 

中山間地域を守り育てる対策 
 

 
１ 事 業 費 １，８１６，２３１ （前年度 ２，４７５，７２８） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫   976,667 工事請負費 1,235,378 
         県債   470,900 委託料    357,618 

分負担金 236,986 補助金    122,950 
         一般財源  131,678 

      
２ 背景・事業目的 

中山間地域の持続可能な農業の実現に向け、豊かな自然環境を活かし
たブランドづくりや人口減少を踏まえた多様な人材の育成、生産基盤
の整備等に取り組む。 
 

３ 事業概要 

（１）中山間地域の特性等に合わせた農業の展開 (3,988千円) 
・ 県が育成した酒米新品種「酔むすび」の安定生産技術の確立と酒蔵
のニーズに応じた生産を推進する。 

新・ 農業就業人口の減少等を踏まえ、経営継承の推進や非農業者等を

対象としたスマート農業機械操作研修を実施する。【再掲】 

（２）薬草を活用した地域活性化 (5,763千円) 

・ 伊吹山麓の薬草の魅力を発信するフェスティバルの開催や、薬草の

安定供給体制の整備に向けた栽培実証と生産拡大を進める。 

（３）生産基盤と生活環境基盤の整備 (1,806,480千円） 

・ 地域の特性に応じた生産基盤の整備や、集落内の排水施設や道路等
の生活環境基盤の整備を実施する。（３９地区） 

 
 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(8)主要農作物対策費 

（明細書事業名）○米消費拡大推進対策費 

地域米消費拡大総合対策費 ほか 
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